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衆
議
院
議
員
下
地
幹
郎
君
提
出
沖
縄
振
興
一
括
交
付
金
の
交
付
決
定
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

一
に
つ
い
て 

 
 

御
指
摘
の
「
交
付
決
定
制
度
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
（
平
成

十
四
年
法
律
第
十
四
号
）
、
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
年
法
律
第
百
七
十
九

号
）
等
に
基
づ
き
、
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
の
交
付
の
決
定
に
つ
い
て
は
、
内
閣
府
及
び
交
付
対
象
事
業
を
所
管
す
る

省
庁
（
以
下
「
関
係
省
庁
」
と
い
う
。
）
が
定
め
る
「
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
制
度
要
綱
」
（
平
成
二
十
四
年
四
月
六

日
付
け
府
沖
振
第
百
四
十
八
号
・
警
察
庁
甲
官
発
第
百
三
十
六
号
・
総
官
企
第
百
六
十
一
号
・
二
四
文
科
施
第
九
号
・
厚
生

労
働
省
発
会
〇
四
〇
六
第
四
号
・
二
三
地
第
四
八
三
号
・
平
成
二
四
・
〇
三
・
二
八
財
地
第
一
号
・
国
官
会
第
三
千
三
百
三

十
八
号
・
環
境
会
発
第
一
二
〇
四
〇
六
〇
一
二
号
内
閣
府
事
務
次
官
、
警
察
庁
長
官
、
総
務
事
務
次
官
、
文
部
科
学
事
務
次

官
、
厚
生
労
働
事
務
次
官
、
農
林
水
産
事
務
次
官
、
経
済
産
業
事
務
次
官
、
国
土
交
通
事
務
次
官
及
び
環
境
事
務
次
官
連
名

通
知
別
添
。
以
下
「
制
度
要
綱
」
と
い
う
。
）
第
四
に
お
い
て
、
関
係
省
庁
の
大
臣
等
が
定
め
る
交
付
要
綱
等
に
「
対
象
事

業
ご
と
の
要
件
等
」
を
定
め
る
も
の
と
さ
れ
、
こ
れ
に
基
づ
き
、
当
該
交
付
要
綱
等
に
お
い
て
、
交
付
の
決
定
に
関
し
必
要

な
事
項
を
そ
れ
ぞ
れ
定
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
ま
た
、
沖
縄
振
興
特
別
推
進
交
付
金
の
交
付
の
決
定
に
つ
い
て
は
、
内



 

２ 

 

閣
府
が
定
め
る
「
沖
縄
振
興
特
別
推
進
交
付
金
交
付
要
綱
」
（
平
成
二
十
四
年
四
月
十
九
日
付
け
府
政
沖
第
百
四
十
九
号
）

第
九
条
第
一
項
等
に
お
い
て
、
内
閣
総
理
大
臣
が
、
沖
縄
県
知
事
か
ら
の
交
付
の
申
請
を
受
け
た
と
き
は
、
「
そ
の
内
容
を

審
査
し
、
申
請
に
係
る
交
付
対
象
事
業
等
が
適
正
で
あ
る
と
認
め
た
と
き
は
、
交
付
す
べ
き
交
付
金
の
額
を
決
定
し
、
知
事

に
通
知
す
る
」
と
定
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。 

二
及
び
五
に
つ
い
て 

 
 

沖
縄
県
知
事
か
ら
の
交
付
申
請
書
が
内
閣
府
又
は
関
係
省
庁
に
到
達
し
て
か
ら
交
付
の
決
定
を
行
う
ま
で
に
通
常
要
す
べ

き
標
準
的
な
期
間
（
以
下
「
標
準
処
理
期
間
」
と
い
う
。
）
は
、
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
つ
い
て
は
、
関
係
省
庁
に

お
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
等
の
分
野
の
実
情
に
応
じ
た
適
切
な
期
間
が
必
要
に
応
じ
て
設
定
さ
れ
て
お
り
、
沖
縄
振
興
特

別
推
進
交
付
金
に
つ
い
て
は
、
内
閣
府
に
お
い
て
、
三
十
日
と
設
定
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
ま
た
、
交
付
決
定
後
は
、

補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
補
助
事
業
者
等
に
お
い
て
直
ち
に
執

行
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。 

 
 

そ
の
上
で
、
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
及
び
沖
縄
振
興
特
別
推
進
交
付
金
に
係
る
審
査
に
つ
い
て
は
、
標
準
処
理
期
間

を
定
め
て
い
る
場
合
は
当
該
標
準
処
理
期
間
以
内
に
処
理
し
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
ま
た
、
交
付
決
定
後
は
、
補
助
事
業



 

３ 

 

者
等
に
お
い
て
直
ち
に
執
行
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
「
来
年
度
へ
の
繰
越
や
不
用
等
の
執
行
残
額
が
生
じ
る

要
素
と
な
っ
て
い
る
」
と
の
御
指
摘
は
当
た
ら
な
い
。
ま
た
、
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
つ
い
て
は
、
制
度
要
綱
第
十

一
の
規
定
に
基
づ
き
、
例
年
、
年
度
当
初
に
内
閣
府
か
ら
関
係
省
庁
に
所
要
額
の
移
替
え
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、

「
予
算
執
行
ま
で
の
期
間
が
「
沖
縄
振
興
特
別
推
進
交
付
金
」
よ
り
長
期
化
す
る
」
と
の
御
指
摘
は
当
た
ら
な
い
。 

三
及
び
四
に
つ
い
て 

 
 

お
尋
ね
に
つ
い
て
は
、
い
ず
れ
も
年
度
単
位
で
把
握
し
て
い
る
が
、
四
半
期
ご
と
の
集
計
を
行
っ
て
お
ら
ず
、
ま
た
、
こ

れ
を
行
う
た
め
に
は
膨
大
な
作
業
を
要
す
る
こ
と
か
ら
、
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。 


